
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成27年２月13日

【四半期会計期間】 第50期第３四半期（自　平成26年10月１日　至　平成26年12月31日）

【会社名】 第一化成株式会社

【英訳名】 Daiichi Kasei Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　中野　淳文

【本店の所在の場所】 東京都八王子市明神町三丁目20番６号八王子ファーストスクエア６階

【電話番号】 042（644）6515（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役管理部長　　山本　一良

【最寄りの連絡場所】 東京都八王子市明神町三丁目20番６号八王子ファーストスクエア６階

【電話番号】 042（644）6516

【事務連絡者氏名】 取締役管理部長　　山本　一良

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

第一化成株式会社(E01061)

四半期報告書

 1/14



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期

第３四半期連結
累計期間

第50期
第３四半期連結
累計期間

第49期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年12月31日

自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （千円） 3,169,232 3,497,283 4,218,995

経常利益 （千円） 489,664 627,436 615,426

四半期（当期）純利益 （千円） 313,559 393,623 399,145

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 321,087 405,184 401,762

純資産額 （千円） 2,617,888 3,071,587 2,699,596

総資産額 （千円） 3,600,887 4,354,625 3,725,050

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 56.10 70.17 71.41

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 55.28 68.67 70.25

自己資本比率 （％） 72.6 70.5 72.3

 

回次
第49期

第３四半期連結
会計期間

第50期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成25年10月１日
至平成25年12月31日

自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 23.35 27.68

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

（1）業績の概況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、外国為替相場が円安に進行し、対米ドル為替相場は120円を

伺う様相を見せたものの、国内経済は消費税増税後の消費回復に遅れが見られております。また、中国の景気減

速、原油安によるロシア等の資源国経済の悪化等の懸念材料により先行きは依然として不透明な状況で推移してお

ります。

　このような状況の中で当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）は、為替相場が円安基調で推移し

たことに加え、委託生産による製品供給能力の向上により販売数量を増加してまいりました。また、当社製品の一

部を販売しているウルトラファブリックス社は、市場からのニーズをくみ上げる能力も高く、同社との新製品開発

活動を積極的に進めることにより、高品質でありつつ顧客要求を実現する製品を開発してまいりました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は34億97百万円（前年同四半期比10.4％増）、営業利益5

億9百万円（前年同四半期比25.5％増）、経常利益6億27百万円（前年同四半期比28.1％増）、四半期純利益3億93

百万円（前年同四半期比25.5％増）となりました。

　用途別の業績は、次のとおりであります。

　①家具・車輌用

米国の景気は緩やかな回復基調にあるため、家具・車輌用、買い替え需要による航空機用の販売が増加してお

ります。EU市場においても販売に注力したため、徐々にではあるものの増加傾向で推移しております。

また、委託生産が順調に製品供給能力の増加に寄与したことや、為替相場が円安ドル高基調で推移したことに

より販売実績を押し上げております。

この結果、家具・車輌用の売上高は26億26百万円（前年同四半期比9.9％増）となりました。

　②手袋用

当社製品は世界でシェア50％を占めているFootjoyブランドのゴルフグローブに供給を始めてから20年経過し

ておりますが、新たに2014年後半から従来メインカラーであった“WHITE”から色数の多様化を提案しており、

販売高が増加しております。また、シープスキンと当社製品との組み合わせた高付加価値商品が市場での地位を

固めつつあります。

乗馬手袋用、ワーキングクローブ用は従来の実績に合わせて生産枠を確保しておりましたが、想定以上の受注

により、生産が追い付かない状況にあります。

この結果、手袋用の売上高は4億51百万円（前年同四半期比31.7％増）となりました。

　③その他

CAPRITAS®シリーズの商品は、主用途の衣料用に限らずそれぞれの特徴を生かした用途で使用され、安定生産

に寄与しております。

衣料用のCapritas Fleureは米国・ドイツの大手アパレルメーカーからのオーダーが堅調に推移しておりま

す。供給数量に限りがあるため、必然的に販売先が絞り込まれ、その絞られた先からも、納期の早期化や供給数

量の増加要請が来ております。

国内向け衣料用は市場規模の縮小の影響により数量は減少しているものの、引き続き付加価値の高い商品を開

発し、需要を喚起しております。

この結果、その他の売上高は3億82百万円（前年同四半期比4.7％減）となりました。

　④溶剤（DMF)

製品製造の過程において使用された溶剤（DMF)を回収し、再利用によるコストダウンを図りながら回収余剰分

を販売しており、売上高は37百万円（前年同四半期比3.9％増）となりました。

 

EDINET提出書類

第一化成株式会社(E01061)

四半期報告書

 3/14



（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めておりません。

 

（3）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、49百万円であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 27,200,000

計 27,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,800,000 6,800,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 6,800,000 6,800,000 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成27年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年10月１日～

平成26年12月31日
－ 6,800,000 － 415,500 － 240,120

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　1,212,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　5,581,000 5,581 －

単元未満株式 普通株式　　　7,000 － －

発行済株式総数 6,800,000 － －

総株主の議決権 － 5,581 －

　（注） 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式35株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

第一化成株式会社
東京都八王子市明神

町三丁目20番６号
1,212,000 － 1,212,000 17.80

計 － 1,212,000 － 1,212,000 17.80

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、九段監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,247,682 1,093,891

受取手形及び売掛金 1,183,855 1,272,436

商品及び製品 134,630 276,784

仕掛品 23,826 37,125

原材料及び貯蔵品 73,967 145,957

その他 111,434 98,438

流動資産合計 2,775,397 2,924,633

固定資産   

有形固定資産   

土地 213,262 540,912

その他 303,854 466,744

有形固定資産合計 517,116 1,007,656

無形固定資産 12,910 13,818

投資その他の資産 419,625 408,516

固定資産合計 949,652 1,429,991

資産合計 3,725,050 4,354,625

負債の部   

流動負債   

買掛金 218,137 303,772

短期借入金 ※ 300,000 ※ 300,000

未払法人税等 185,615 44,638

賞与引当金 29,820 11,179

役員賞与引当金 16,500 21,000

その他 118,458 180,934

流動負債合計 868,532 861,525

固定負債   

長期借入金 － 314,720

退職給付に係る負債 88,445 81,629

役員退職慰労引当金 66,398 16,300

繰延税金負債 2,078 8,863

固定負債合計 156,921 421,512

負債合計 1,025,454 1,283,038

純資産の部   

株主資本   

資本金 415,500 415,500

資本剰余金 240,120 240,120

利益剰余金 2,618,213 2,906,451

自己株式 △588,421 △513,734

株主資本合計 2,685,411 3,048,337

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 4,296 7,982

為替換算調整勘定 4,096 11,971

その他の包括利益累計額合計 8,392 19,953

新株予約権 5,791 3,296

純資産合計 2,699,596 3,071,587

負債純資産合計 3,725,050 4,354,625
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 3,169,232 3,497,283

売上原価 2,404,475 2,584,148

売上総利益 764,757 913,135

販売費及び一般管理費 358,687 403,630

営業利益 406,070 509,504

営業外収益   

受取利息 25 26

受取配当金 1,349 1,438

仕入割引 6,300 －

持分法による投資利益 70,804 112,003

その他 7,591 7,556

営業外収益合計 86,071 121,024

営業外費用   

支払利息 2,075 1,884

為替差損 299 1,080

その他 101 127

営業外費用合計 2,477 3,092

経常利益 489,664 627,436

特別利益   

新株予約権戻入益 7,338 －

投資有価証券売却益 － 3,450

特別利益合計 7,338 3,450

特別損失   

固定資産除却損 1,652 3,010

電話加入権評価損 276 －

特別損失合計 1,928 3,010

税金等調整前四半期純利益 495,073 627,875

法人税、住民税及び事業税 180,951 192,503

法人税等調整額 562 41,748

法人税等合計 181,513 234,252

少数株主損益調整前四半期純利益 313,559 393,623

少数株主利益 － －

四半期純利益 313,559 393,623

 

EDINET提出書類

第一化成株式会社(E01061)

四半期報告書

 9/14



【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 313,559 393,623

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 916 3,686

為替換算調整勘定 6,610 7,874

その他の包括利益合計 7,527 11,561

四半期包括利益 321,087 405,184

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 321,087 405,184

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

有形固定資産の減価償却方法について、従来、当社は定率法を採用しておりましたが、第１四半期連結会計期

間より定額法に変更いたしました。

この変更は、生産設備における有形固定資産の使用実態を見直した結果、今後もさらに安定的な稼働が見込ま

れることが予想されることから、定額法がより経済的便益の費消を適切に表すとの理由によるものであります。

これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の減価償却費が12百万円減少し、営業利益、経

常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ12百万円増加しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

当第３四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理はありません。

（四半期連結貸借対照表関係）

※　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。この

契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

当座貸越極度額 1,300,000千円 2,100,000千円

借入実行残高 300,000 300,000

　差引額 1,000,000 1,800,000

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

減価償却費 49,302千円 39,806千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月25日

定時株主総会
普通株式 39,126 ７  平成25年３月31日  平成25年６月26日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日

定時株主総会
普通株式 67,079 12  平成26年３月31日  平成26年６月26日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成26年４月１日　至平成26年12月31日）

当社グループは、合成皮革製品の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（金融商品関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

（有価証券関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 56円10銭 70円17銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 313,559 393,623

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 313,559 393,623

普通株式の期中平均株式数（株） 5,589,377 5,609,827

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 55円28銭 68円67銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 83 122

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－

 

－

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年２月13日

第一化成株式会社

取締役会　御中

 

九段監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 大網　英道　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 光成　卓郎　　印

 

 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第一化成株式会
社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平成
26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結財務
諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、第一化成株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政状態
及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要
な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告
書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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